
      （２） 用紙の大きさは、日本産業規格に定めるＡ４とし、横位置とすること。

様式第８（第２２条関係）

令和７年度電源立地地域対策交付金事業評価報告書

東政発第477号

令和8年6月3日

関東経済産業局長　 殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 住所　茨城県那珂郡東海村東海三丁目７番１号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 氏名　東海村長　山田　修

　令和７年５月１６日付け２０２５０４０１財関東第７５号をもって交付の決定の通知を受けた電源立地地域対策交
付金にかかる交付金事業の成果の評価について電源立地地域対策交付金交付規則第２２条第３項の規定により別紙の
とおり報告します。

（注）（１） 別紙は次の事業評価総括表及び事業評価個表の様式によること。



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和７年度）
（単位：円）

備　考

福祉対策措置
歴史と未来の交流館維持運営事

業
茨城県東海村 86,474,103 73,000,000

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間

接交付金事業者名
交付金事業に要し

た経費
交付金充当額



Ⅱ．事業評価個表（令和７年度）

評価に係る第三者機関等の活用の有無

事業期間の設定理由 単年度で終了する事業であるため。

交付金事業の成果目標及び成果
実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和７年度

歴史と未来の交流
館利用者の維持向

上

歴史と未来の交
流館来館者数

成果実績 人 44,848

目標値 人 40,000

達成度 % 112.1%

評価年度の設定理由

単年度で終了する事業であるため。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

交付金事業に関係する都道府県
又は市町村の主要政策・施策と
その目標

交付金事業に関する主要政策・施策：
　東海村教育振興基本計画（令和3年度～令和7年度）
　　取組の柱2　学べる環境づくり
　　　2-4　安心・安全で質の高い教育施設等の整備の推進
　　取組の柱3　多様な世代・個性とのつながりと交流
　　　3-3　多様な世代の学びの充実
　　取組の柱4　ふるさとを次世代につなぐ
　　　4-1　ふるさと東海村の歴史・文化・自然の次世代への継承

目標：歴史と未来の交流館を拠点とし，学校とも連携しながら，多様な世代を対象とした活動を展開
し，多様な世代の学びを充実させるとともに，村の文化財を収集，保存，調査・研究し，将来に伝
え，展示や体験活動を通して東海村をふるさとと感じる取組を進める。

事業開始年度 令和７年度 事業終了（予定）年度 令和７年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 茨城県東海村

交付金事業実施場所 歴史と未来の交流館

交付金事業の概要

歴史と未来の交流館の維持運営に必要な経費への充当
＜人件費＞
●行政職12名，会計年度任用職員2名
●充当期間：4月～3月（会計年度任用職員については4月～2月）
＜光熱水費＞
●電気料：4月～1月
●水道・下水道料：4月～1月

福祉対策措置 歴史と未来の交流館維持運営事業

番号 措置名 交付金事業の名称



雇用量（正規職員雇用人数
12人×雇用期間12月）

活動実績 人 - - 143

活動見込 人 - - 144

達成度 % - - 99

-

-

-

-

-

-

人 - -

達成度 % - -

雇用量（正規職員雇用人数
13人×雇用期間12月）

活動実績 人 153 -

活動見込 人 156 -

達成度 % 98 -

交付金事業の担当課室 教育委員会生涯学習課

交付金事業の評価課室 総合戦略部政策推進課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 70,000,000 70,000,000 73,000,000

うち文部科学省分

総事業費 85,000,451 80,706,715 86,474,103

うち経済産業省分 70,000,000 70,000,000 73,000,000

交付金事業の総事業費等 令和５年度 令和６年度 令和７年度 備　考

活動指標 単位 令和５年度 令和６年度

132

水道料（上水道・下水道）
の充当月数

活動実績 月 10 10 10

活動見込 月 10 10 10

達成度

交付金事業の活動指標及び活動
実績

-

達成度 % - 93 -

令和７年度

雇用量（正規職員雇用人数
11人×雇用期間12月）

活動実績 人 - 123 -

活動見込 人 -

雇用量（正規職員雇用人数
15人×雇用期間12月）

活動実績 人 - -

活動見込

% 100 100 100

電気料の充当月数

活動実績 月 11 10 10

活動見込 月 11 11 10

達成度 % 100 91 100

雇用量（会計年度任用職員
雇用人数2人×雇用期間11

月）

活動実績 人 22 22 22

活動見込 人 22 22 22

達成度 % 100 100 100


